
 
 

中核市における家庭ごみ有料化の実施状況 
 

（参考）浜松市・鹿児島市調査資料 

  
 

        実施中、実施に向け又は方向性について検討している自治体 24 市 

 

       検討した又はしていないものの、実施する予定はない自治体 24 市 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実施している, 

14市, 29.2%

実施に向け検

討している,

6市, 12.5%

実施の方向性

を検討してい

る, 4市, 8.3%

検討したが実

施する予定は

ない, 

7市, 14.6%

実施する予

定はない, 
17市, 
35.4%

・ごみ処理は住民負担すべきでない 

・住民の合意形成が困難 

・減量効果が期待できない 

・不法投棄の増加が考えられるため 

・ごみ量は減量傾向にあり、市民に新たな負担を課す状況でないため 

・有料化は、ほかのごみ減量施策を実施した後の最終手段として位置づけ 

・住民の合意形成が困難 

・近隣自治体とのバランス 

・ごみ処理は住民負担すべきでない 

・減量効果が期待できない 

・不法投棄の増加が考えられるため 

・制度設計が困難 

・有料化によらない他の施策でごみ減量をはかることを優先しているため 

・ごみ減量努力を最優先し、処理コスト削減を図っている 

「検討したが実施する予定はない」(７市) 理由 

「実施する予定はない」(１７市) 理由 

Administrator
タイプライターテキスト

Administrator
タイプライターテキスト
資料６




